東南アジア友好協力条約　TAC（Treaty of Amity and Cooperation in Southeast Asia）
　東南アジア友好協力条約（ＴＡＣ）とは、ベトナム戦争終結の翌年にあたる1976年に、東南アジア諸国連合（ＡＳＥＡＮ）の当初の加盟五カ国が調印した条約です。
1987年の議定書改定で、ＡＳＥＡＮ以外の国も域内国全ての同意を得て加盟できるようになりました。

条約前文で▽国連憲章▽1955年のアジア・アフリカ会議で採択され、非同盟諸国運動にひきつがれているバンドン十原則などの精神と原則に従うと述べているように、締約国（条約加盟国）どうしが主権尊重・内政不干渉・紛争の平和的解決などを約束しあうものです。条約は今日のＡＳＥＡＮ外交の基軸となっています。

加盟国が従う基本原則として

▽すべての国家の独立、主権、平等、領土保全、国家的同一性の相互尊重

▽すべての国家が外部から干渉、転覆または強制されずに存在する権利

▽相互内政不干渉
▽平和的手段による不和や紛争の解決

▽力による威圧や力の使用の放棄

▽加盟国間の効果的協力

を列挙しています。
　　紛争が発生した場合、加盟国は武力による威嚇や武力行使を「差し控え」、「友好的交渉」で紛争を解決する（13条）よう求められます。紛争当事国の直接交渉で解決困難な場合は、加盟国の閣僚級代表からなる理事会の仲介（15条）や各国の援助（16条）など、協力して平和的解決に手をつくします。

 [編集] 加入国
当初の加入国は、インドネシア、マレーシア、フィリピン、シンガポール、タイの5ヵ国。その後、ブルネイ、ベトナム、カンボジア、ラオス、ミャンマーが加入しASEAN加盟国が10ヵ国になった。
ASEAN域外国では、パプアニューギニア（1989年）、中国、インド（2003年）、日本、パキスタン、韓国、ロシア（2004年）、ニュージーランド、オーストラリア、モンゴル（2005年）、東ティモール、フランス、バングラデシュ、スリランカ（2007年）、北朝鮮（2008年）、アメリカ合衆国、欧州連合（EU）(2009年)が加入た。

2009年11月現在で27ヵ国・組織、人口は37億人で、地球人口の57%になった。
